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（（２２））産産業業基基盤盤整整備備勘勘定定  
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（産業基盤整備勘定）

Ⅰ　損益計算書上の費用

新事業展開・創業支援業務費 76,675,132

経営環境変化対応業務費 19,853,022

一般管理費 34,650,497

法人税、住民税及び事業税 68,783

損益計算書上の費用合計 131,247,434

Ⅱ　行政コスト 131,247,434

（単位：円）

行政コスト計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（産業基盤整備勘定）

経常費用

新事業展開・創業支援業務費

保証債務損失引当金繰入 29,400,000

役員給 330,232

給与賞与諸手当 28,135,990

法定福利費 4,147,032

賞与引当金繰入額 2,393,212

退職給付費用 2,306,688

賃借料 5,382,464

その他新事業展開・創業支援業務費 4,579,514 76,675,132

経営環境変化対応業務費

役員給 139,070

給与賞与諸手当 11,772,419

嘱託・臨時職員給与 1,045,614

法定福利費 1,745,477

賞与引当金繰入額 1,012,845

退職給付費用 986,081

賃借料 2,330,220

その他経営環境変化対応業務費 821,296 19,853,022

一般管理費

役員給 733,210

給与賞与諸手当 7,546,691

嘱託・臨時職員給与 1,805,278

法定福利費 1,798,595

賞与引当金繰入額 992,480

退職給付費用 865,568

業務委託費・報酬費 7,180,282

賃借料 5,731,185

保守修繕費 3,265,602

その他一般管理費 4,731,606 34,650,497

経常費用合計 131,178,651

経常収益

債務保証料収入 78,354

財務収益

受取利息 37,241

有価証券利息 15,668,795 15,706,036

雑益 813,216

経常収益合計 16,597,606

　　経常損失 114,581,045

臨時利益

貸倒引当金戻入益 2,735,072

臨時利益合計 2,735,072

税引前当期純損失 111,845,973

法人税、住民税及び事業税 68,783

当期純損失 111,914,756

前中期目標期間繰越積立金取崩額 （注） 113,229,138

当期総利益 1,314,382

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

損益計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）
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（産業基盤整備勘定）

Ⅰ　当期未処分利益 1,314,382

当期総利益 1,314,382

Ⅱ　利益処分額

積立金 1,314,382 1,314,382

（単位：円）

利益の処分に関する書類
(令和4年8月9日)
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（５）年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

債 券 40％ 

株 式  47％ 

保険資産 4％ 

その他 9％ 

合 計 100％ 

 

（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項 

     期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

割引率  

退職一時金制度 0.00％ 

確定給付企業年金制度 0.21％ 

長期期待運用収益率 3.00％ 

 

３．確定拠出制度 

  当機構の確定拠出制度への要拠出額は、145,982円でありました。 

 

［金融商品関係］ 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当機構は、資金運用については独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）等に基づき運

用の安全性・確実性を確保し、また決済資金等の資金需要に備えられるよう流動性を確保すると

ともに、収益稼得のための効率性・収益性を確保することとしております。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

保有する金融資産は、主として満期保有目的で所有している債券であり、発行体の信用リスク

及び市場価格の変動リスクに晒されております。これらについては独立行政法人中小企業基盤整

備機構余裕金運用要領に基づき、信用ある格付機関として指定する 5機関のいずれかによりＡ格

以上の格付を得ている銘柄の債券の取得をしており、取得後に、付与されている格付のうちＡ格

未満が 2分の 1以上となった債券については、発行体の信用（債務不履行）リスクに十分留意し

たうえで、必要に応じて適切な手段（売却を含む。）を講ずることとしております。 

なお、付与されている格付がいずれもＢＢＢ格未満若しくはＢａａ格未満となった債券又は取

得原価と時価を比べて時価が著しく下落した債券については、原則として売却することとしてお

ります。 
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また、国内事業者に対する債務保証の履行金（代位弁済金）である求償権は、被保証先の契約

不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、産業基盤

整備業務に係る債務保証事務取扱要領等に従い、定期的に経営状況や保証・担保状況を把握する

体制を整備、運用して適切に債権保全を図っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注

２）参照）。 

 （単位：円）  

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 

(2) 有価証券及び投資有価証券 

満期保有目的の債券 

(3) 求償権 

  貸倒引当金 

4,654,079,675 

 

18,700,000,000 

1,556,852,177 

△1,556,852,177  

4,654,079,675 

 

18,681,290,000 

 

－ 

－ 

 

△18,710,000   

 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

（１） 現金及び預金 

      これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

（２） 有価証券及び投資有価証券 

    満期保有目的の債券 

満期保有目的の債券の時価については、日本証券業協会が公表している売買参考統計値又は 

取引金融機関から提示された価格によっております。 

満期保有目的の債券のうち譲渡性預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等 

しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（３） 求償権 

求償権の時価については、貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除して算定する方法によ 

っております。 

（注２）その他有価証券（非上場株式、貸借対照表計上額 1,972,456,424円）は、市場価格がなく、かつ

将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「（２）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 
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（単位：円）

(注1)事業区分の方法

       中期目標等における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開示しております。 

(注2)各区分の内容

　　　新事業展開の促進・創業支援：産業競争力強化法等に基づく債務の保証及び求償権の管理並びに第３セクター出資事業により取得した株式の管理に係る経理

 　　 経営環境の変化への対応の円滑化：産業競争力強化法等に基づく債務の保証に係る経理

(注3)事業収益のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能収益の金額は、16,519,252円であり、その主な内容は、管理部門に係る収益であります。

(注4)総資産のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能資産の金額は、23,084,709,770円であり、その主な内容は、管理部門に係る資産等であります。

(注5)前中期目標期間積立金に対応する費用

第二種信用基金に係る債務保証業務に係る経費：113,229,138円

3,398                           

現金及び預金 274,427,461                 274,427,461                 

投資有価証券

求償権

貸倒引当金（△）

1,556,852,177                 -                                 1,556,852,177               -                                1,556,852,177               

-                                

-                                

-                                

-                                

-                                

貯蔵品 -                                -                                -                                3,398                             

前払費用

-                                

89,941,211                   23,287,927                   113,229,138                 -                                 113,229,138                   

△8,547,839                 △6,588,248                 △15,136,087               16,450,469                   1,314,382                       

-                                525,918                       

Ⅴ総資産

△128,365,225              16,519,252                   

4,379,652,214               4,654,079,675                 

△111,845,973                

法人税等

△98,489,050               △29,876,175               △128,365,225              16,450,469                   △111,914,756                

68,783                           68,783                         -                                -                                

 Ⅱ独立行政法人の業務運営に関して
　国民の負担に帰せられるコスト

161,794,940                   33,429,715                   128,365,225                 98,489,050                   

19,853,022                   経営環境変化対応業務費 -                                -                                 19,853,022                     

76,675,132                   96,528,154                   -                                 96,528,154                     

新事業展開・創業支援業務費 76,675,132                   

131,178,651                 68,783                         131,247,434                   29,876,175                   

29,876,175                   

行政コスト 101,302,476                 

29,876,175                   

10,023,153                   

19,853,022                   

-                                

19,853,022                   

-                                2,735,072                     -                                 2,735,072                       

-                                813,216                       813,216                         

16,597,606                     -                                

-                                 76,675,132                     

-                                15,706,036                   15,706,036                     -                                

16,519,252                   △114,581,045                

76,675,132                   

資産　計 2,246,883,885               2,246,883,885               23,084,709,770             25,331,593,655               

長期前払費用 -                                -                                10,100                         10,100                           -                                

-                                -                                1,342,195                     1,342,195                       

-                                

△98,489,050               

-                                

-                                

未収入金 -                                

前払金 -                                

1,972,456,424               1,972,456,424               13,300,000,000             15,272,456,424               

△1,556,852,177           △1,556,852,177           -                                 △1,556,852,177              

990,327                       

固定資産　計

工具器具備品 -                                -                                80,009                         80,009                           

525,918                         

未収収益 -                                -                                -                                2,105,609                     2,105,609                       

990,327                         

-                                -                                

流動資産　計

有価証券 -                                -                                5,400,000,000               5,400,000,000                 

△29,876,175               

財務収益 -                                

Ⅰ行政コスト

損益計算書上の費用合計 101,302,476                 131,178,651                 68,783                         131,247,434                   29,876,175                   

事業損益 △29,876,175               

2,735,072                     -                                2,735,072                     -                                 2,735,072                       

Ⅳ臨時損益等

計

臨時利益

貸倒引当金戻入益 2,735,072                     

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△）

当期純利益又は当期純損失（△）

前中期目標期間繰越積立金取崩額

当期総利益又は当期総損失（△）

△131,100,297              

債務保証料収入 78,354                         78,354                         -                                 78,354                           -                                

計 101,302,476                 131,178,651                 -                                 131,178,651                   

事業収益

計 78,354                         

-                                

78,354                         16,519,252                   

△101,224,122              

１７．セグメント情報

 新事業展開の促進・創
業支援

 経営環境の変化への対
応の円滑化

計 法人共通 合計

Ⅲ事業費用、事業収益及び事業損益

事業費用

34,650,497                   24,627,344                   -                                 34,650,497                     一般管理費

雑益 -                                

15,272,546,533               13,300,090,109             1,972,456,424               -                                1,972,456,424               

10,059,047,122               9,784,619,661               274,427,461                 -                                274,427,461                 

流動資産

固定資産
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該当ありません。

①第一種信用基金

概要

財政状態 （単位：円）

損益の状況 （単位：円）

②第二種信用基金

概要

財政状態 （単位：円）

損益の状況 （単位：円）

　一般管理費

法人税等

　第一種信用基金は、機構法第15条第1項第8号に掲げる業務のうち債務の保証に関するもの並びにこれらに付帯する業務に関し設けられております。当基金は、中小企業
総合事業団法及び機械類信用保険法の廃止等に関する法律（以下「廃止法」という。）附則第4条第14項の規定による政府以外の者からの拠出金により構成され、期末残高
は193,598,976円となっております。

前受金 2,247,668                              

１９．信用基金の運用状況の明細

資　産 金　額 負　債 金　額

１８．その他の資産、負債、費用及び収益の明細

求償権 700,155,843                              

貸倒引当金（△） △700,155,843                          

現金及び預金 193,598,976                              

　一般管理費 440                                         　財務収益 1,916                                    

臨時利益 1,360,000                              

費　用 金　額 収　益 金　額

経常費用 440                                         経常収益 1,916                                    

現金及び預金 4,379,652,214                           未払金 11,887,439                            

有価証券 5,400,000,000                           未払法人税等 68,783                                  

　貸倒引当金戻入益 1,360,000                              

　第二種信用基金は、機構法第15条第1項第7号、第9号、第10号、第14号及び第15号に掲げる業務のうち債務の保証に関するもの並びにこれらに付帯する業務に関し設けら
れております。当基金は、廃止法附則第4条第13項の規定による政府出資金及び同条第14項の規定による政府以外の者からの拠出金により構成され、期末残高は
22,950,145,651円となっております。

資　産 金　額 負　債 金　額

未収入金 1,342,195                                 

保証債務損失引当金 29,400,000                            

貯蔵品 3,398                                       

預り金 894,132                                前払費用 525,918                                    

賞与引当金 4,623,799                              

投資有価証券 13,300,000,000                          

未収収益 2,105,609                                 

退職給付引当金 85,442,298                            

前払金 990,327                                    

有形固定資産 80,009                                     

貸倒引当金（△） △856,696,334                          

前中期目標期間繰越積立金取崩額 113,229,138                          

　貸倒引当金戻入益 1,375,072                              

34,649,617                               　雑益 813,216                                

68,783                                     1,375,072                              

　新事業展開・創業支援業務費 76,627,440                               　債務保証料収入 78,354                                  

  経営環境変化対応業務費 19,853,022                               　財務収益 15,703,082                            

求償権 856,696,334                              

費　用 金　額 収　益 金　額

経常費用 131,130,079                              経常収益 16,594,652                            

長期前払費用 10,100                                     

臨時利益




